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第１ はじめに 

   相手方は、被告準備書面（６）において、本件各対象文書に言及する相手

方主張部分を撤回したことを前提に、本件各対象文書に言及する相手方の主

張は一切存在しないこととなったため、本件各対象文書が民訴法２２０条１

号の引用文書に該当する余地はなくなり、本件各対象文書の証拠調べの必要

性もなくなったことは明らかであると主張している（相手方平成３０年４月

２３日付文書提出命令申立てに対する意見書（４））。 

 しかし、相手方は現時点においても従前の主張を撤回したとはいえず、本

件各対象文書の引用を続けているというほかない。そして、本件各対象文書

に証拠調べの必要性もある。 

  以下、順に述べる。 

 

第２ 相手方が従前の主張を撤回せず、本件各対象文書の引用を続けていること 

 １ 主張撤回前の相手方（被告）の主張 

相手方は、被告準備書面（６）において従前の主張部分を撤回したとする

まで、本件各対象文書を引用した上で、本件不開示決定２に先立って米国の

意思を確認した結果米国が本件文書２の開示に同意しない旨の立場を示した

ことを、情報公開法５条３号に該当すること、及び本件不開示決定２に国賠

法上の違法性がないことの根拠として主張していた。 

すなわち、相手方は、被告準備書面（５）第２、３（５頁）において、本

件各対象文書を引用したうえで、同４（６頁）において「本件開示請求を受

け、確認のために外務省において米国に意見を求め、その際、別件訴訟で同

内容の文書を証拠提出していることについても確認した上、不開示とすべき

旨の回答を得た」と主張して、本件文書２が情報公開法５条３号に該当し職

務上の注意義務違反がないことの根拠としていた。 

２ 主張撤回後の相手方（被告）の主張 
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相手方は、被告準備書面（６）において本件各対象文書に言及する相手方

主張部分を撤回したとし、そのうえで、被告準備書面（８）第２（４頁）に

おいて、本件文書２に記載された情報が情報公開法５条３号に該当するため

の要件は、①本件合意が存在したこと、②本件不開示決定２の時点で公表に

係る米国の同意がなかったことの２点であり、本件不開示決定２に先立って

米国の意思を確認することは同号に該当するための要件ではないとし、本件

文書２が、同号に該当しないと判断された場合における本件不開示決定２の

適法性については、申立人（原告）に国賠法上保護される利益が認められな

いことを除いて主張しない、と主張するに至った。 

３ 相手方が従前の主張を撤回していないこと 

しかしながら、相手方は、「本件不開示決定２に先立って米国の意思を確認

した結果、米国が本件文書２について開示に同意しない旨の立場を示した」

との主張をし続けている。 

すなわち、相手方は、被告準備書面（８）第３、３、（１）、イ（１１頁）に

おいて、「外務省は、米国政府に対し、本件文書２の開示に関する意見を求め

ました」との記載がある陳述書（乙２７）を引用したうえで、「平成２７年４

月３０日付けの本件開示請求に対しても、本件文書２について米国から開示

に同意しないとの立場が示され、これを受け平成２７年６月３０日付けで本

件不開示決定２がされた」と主張している（同ウ（１４頁）にも同様の主張

がある）。 

この主張からすれば、「本件不開示決定２に先立って米国の意思を確認した

結果、米国が本件文書２の開示に同意しない旨の立場を示した」との主張を

現時点でもなお維持し続けているというほかない。 

相手方としては、同部分は、外務大臣が本件不開示決定２を行った時点に

おいて、公表に関する米国の同意がなかったことを裏づける事実として、主

張しているようであるが、事実の主張がなされている以上、裁判所が同事実
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を本件不開示決定２の国賠法上の違法性を判断するための事実としてとりあ

げることは何ら妨げられない。結局相手方は、「本件不開示決定２に先立って

米国の意思を確認した結果、米国が本件文書２の開示に同意しない旨の立場

を示した」との主張を撤回したとはいえない。 

 ４ 本件各対象文書の引用を続けていること 

（１）そして、被告準備書面（５）における主張内容及びすでに取調べ済みの

陳述書等の書証（乙２１、乙２２の１ないし２、乙２５）からしても、本

件不開示決定２に先立ち米国の意思を確認する過程で、岡田事務官とフロ

スト事務局長との間で本件各対象文書のメールのやりとりがなされたこと

は明らかである。 

相手方は、乙２１、乙２２の１ないし２、及び乙２５が全て取調べ済み

であるなかで、「本件不開示決定２に先立って米国の意思を確認した結果、

米国が本件文書２の開示に同意しない旨の立場を示し」との主張をし続け

ているのであるから、現時点においても、本件各対象文書を自己の主張を

裏付けるために引用しているというほかない。 

（２）なお、相手方の主張には、本件各対象文書自体の引用の撤回の主張も含

まれていると考えられる。 

   しかし、民訴法が引用文書の提出義務を認めているのは、訴訟で文書を

引用して証拠として自分の主張の裏付けに引用した以上は、相手方より申

立てがある限り、文書の所持者にその文書を提出させ、これを相手方に利

用させることが公平であるからであり、また当事者が当該文書を引用して

いる以上、当該当事者は秘密保持の利益を放棄したとみなされるからであ

る。このことから、ひとたび訴訟において引用した文書について、同文書

の引用を撤回して、引用文書としての提出義務を免れることはできない。 

門口正人「民事証拠法体系第４巻各論Ⅱ」も、「いったん引用した以上、

後に引用を撤回したとしても、引用文書の提出義務を免れることはできな
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い」（１０４頁）としており、引用の撤回により引用文書の提出義務を免れ

ることはできないことを明言している。 

 ５ 小括 

   以上のとおり、相手方は従前の主張を撤回しておらず、本件各対象文書の

引用を続けていることは明らかである。 

 

第３ 本件各対象文書に証拠調べの必要性があること 

 第２で述べたとおり、相手方は、現時点においても、「本件不開示決定２に

先立って米国の意思を確認した結果、米国が本件文書２の開示に同意しない

旨の立場を示した」との主張をし続けているというほかなく、本案原告準備

書面（５）第１で述べたとおり、同事実は本件不開示決定２の国賠法上の違

法性の判断の基礎となる事実であることに変わりがない。 

そして、被告準備書面（５）における主張内容やすでに取調べ済みの陳述

書等の書証（乙２１、乙２２の１ないし２、乙２５）からしても、岡田事務

官とフロスト事務局長との間で、本件各対象文書のとおりメールでのやりと

りがなされたことは明らかである。 

本件不開示決定２の違法性を判断するうえで、決定前の外務省と米国政府

のやりとりの内容が明らかにされることが必要であるところ（原告準備書面

（５）第２、２、（５）（７頁））、外務大臣が本件不開示決定２をするにあた

って岡田事務官とフロスト事務局長との間でやりとりされたメールはその最

良証拠であり、証拠調べの必要性がある。 

 

第４ 民訴法２２０条４号に基づく文書提出命令の申立て 

 １ 文書提出命令申立についての追加的主張 

   相手方の主張内容に鑑み、申立人は、仮定的に、文書提出の義務の原因と

して、民訴法２２０条４号に基づく主張を追加する。 
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   申立人が本案原告準備書面（４）第１、１、２（２頁以下）で述べたとお

り、外国との協議内容は基本的に不開示とすることが当然の国際慣行である

とする相手方（被告）の主張はその前提が誤りであること、本件文書２は本

件合意の対象外であること、本件文書２の内容にかかわらず不開示とする約

束のみをもって不開示を正当化することはできないこと、本件文書２と同内

容の文書が別件訴訟で提出され閲覧制限もされていないことからすれば、本

件各対象文書は民訴法２２０条４号ロの文書に該当せず、相手方には文書提

出義務がある。 

   そして、前記第３で述べたとおり、本件各対象文書には証拠調べの必要性

もある。 

 ２ インカメラ手続（民訴法２２３条６項）の求め 

   申立人は、裁判所が、インカメラ手続（民訴法２２３条６項）により、相

手方に本件各対象文書を提出させたうえで、本件各対象文書の民訴法２２０

条４号ロ該当性につき判断するよう職権の発動を求める。 

 

以 上 


